
国土強靱化 民間の取組事例 019   初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 04通信手段の確保や情報の共有を行っている例 

019 事業活動の継続に防災無線を活用 

取組主体 法人番号 事業者の種類（業種） 実施地域 
齋藤建設株式会社 3090001000855 インフラ関連事業者 

（建設業） 
山梨県 

 取組の概要 

 社員同士の連絡手段の確保 

 山梨県の齋藤建設株式会社では、平成 22 年

12 月に国土交通省関東地方整備局から「災

害時の基礎的事業継続力（BCP）」の認定を受

けた。同社では、災害時の事業継続を確保す

るため、太陽光発電システム、発電機を整備

し、各エネルギーを組合せて事業の継続を計

画するとともに、災害時の連絡手段として防

災無線を導入している。 

 山梨県甲府市で震度5弱の地震を観測した東

日本大震災の際には、固定電話と携帯電話が

不通となり、現場の被害状況、及び社員の安否確認に震災発生から 1 時間 10 分の時間を要し

た。 

 この事態を受け、同社では、会社を基地局として防災無線の親機 1 台、子機 20 台を導入する

ことにより社員同士の連絡手段を確保している。また、防災無線訓練により防災無線の操作方

法・通信エリアの確認をしている。 

 

 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 連絡体制を構築 

 同社では、東海地震・首都直下地震・東南海地震や富士山の噴火等、今後起こる可能性がある大

災害の際にも、事業活動を中断することなく、役所・地域等の要請に対応できるようにするた

め、事業継続計画を策定した。 

 同社の所属する甲府地区建設業協会は甲府市と緊急時の道路、河川、建物等の応急対策業務に

ついて協定を結んでいる。道路管理者（国・県・市町村）から災害復旧の指示を受けたものの、

社員の個人携帯が通信不可となった場合、この防災無線を用いる予定となっている。また、建

設現場が本社から防災無線のつながるエリアである場合には、無線機を配備し、いざという時

のために備えている。 

 

▲齋藤建設本社 外観 
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事業継続に向けて総合的に取り組む 

 災害に備え、会社のエネ

ルギーとして太陽光発電

システム（本社 51kw、資

材倉庫 30kw）、発電機

（燃料）を整備し代替エ

ネルギーの確保、各エネ

ルギーを組合せて事業の

継続をそれぞれ計画する

とともに、防災備品の確保（食料・資機材）、社員教育（安否確認・災害無線訓練・避難訓練・

炊出し等）、協力業者への人員・資機材の要請等を日頃より実施しており、防災協定先の依頼へ

の対応、早急なライフラインの復旧等ができるよう準備している。防災無線の使用にあたって

も、親機は電源が必要になるものの、この非常用発電機で停電時でも電源は確保できるため問

題ない。子機は充電式であるが、定期的に充電を行っている。 

 代替エネルギー（太陽光発電システム・発電機）を導入することにより、停電時でも本社のパソ

コン・複合機・電話等の機器が使用できるようになった。また、災害時に出社可能と思われる

27名が 7日間活動できる備蓄品を備えている。 

地域との連携 

 平成 22年 5月 25日より、青沼二丁目東部自治会の一時避難所に指定され、一時避難者に対し

て、最寄りの避難所より食料等の配給ができるように甲府市と取決めを交わしている。 

 平成 26年 12月 16日より、同社は、甲府市の東地区自治会連合会と災害時における応急活動

の支援に関する協定をかわした。これは、災害時における避難者の受け入れや、重機等の設備

の提供等に対応するためのものである。 

 また同社は、独自の対応として、防災備品の食料・資機材を確保するとともに、本社および各作

業所に AEDを設置し、普通救命講習Ⅰ（AED講習）を全社員と協力業者 40名に受講させるな

ど、地域の防災力向上への寄与も目指している。 
 

 

 取組の平時における利活用の状況 

 防災訓練への参加で自治体との連携を強化 

 防災無線は、年 2回の社内防災訓練にて利用している。また、年に 1度の市の防災無線訓練に

も参加しており、自治体との連携を強化し、普段からスムーズに連絡が取れる体制をつくるこ

とにより、早急な災害復旧が可能となると同社では考えている。 

 

 

 

▲整備した防災無線 
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 現状の課題・今後の展開など 

  同社では、営業時間外に災害が発生した際にも、安否確認報告や社員の招集ができるかが、課

題であると認識している。今後、社員教育を通して、安否確認報告や会社に集まることの重要

性を周知し、実施可能とすることを目指している。 

 

 周囲の声 

  会社を基地局に、防災無線を導入することで社員同士の連絡手段を確保するほか、防災備品の

確保、社員教育等に総合的に取り組んでいる。また、太陽光発電システムを導入することで、非

常時においても業務を継続することができる上、平時にはエネルギーコストの削減も実現して

いる。（防災関係団体） 

 


